
B 人口減少に対応しうる生活機能維持の仕組みと運営体制
（2020～2021年）

◇概要

中山間地域における人口減少、高齢化が先行して進むエリアでは、公民館エリアなど集落より広い
範域で住民がまとまり、生活支援、移動支援、買い物場所運営、空き屋の管理・運営等の生活機能の
維持に取り組む例がみられます。中山間地域において、今後より一層の人口減少、高齢化が進むこ
とが予想されるなか、若者や子育て世帯が定住し、高齢者がその地域で安心して暮らし続けるために
は、これら取組の拡大が必要であり、本研究では、主要な生活機能の立上および維持の方策につい
て研究を行います。

◇課題と研究の目的

集落（自治会）の小規模高齢化が進行するなか、地域においても今後の移動、買い物支援の必要
性が強く認識されており、人口減少、高齢化が先行して進むエリアでは住民組織による生活機能維持
に向けた事業が散見され、今後のこれら事業の持続性や効果的な立上支援が課題となります。

以上をふまえ、本研究では、主要な生活機能について、維持の仕組みの検討・立上手順、運営体制、
行政の効果的な支援策を整理するとともに、安定的な展開に必要な条件（収入規模、エリア、人口）の
整理を行います。

◇研究の方法

①生活機能維持の仕組みの持続的展開に必要な条件の整理

〇県内外の住民組織等による生活機能を維持する先行的事例を調査し、継続に必要な経営体制（収

入源構成、事務局体制等）、経済条件（売上、地域の人口規模活動範囲等）、住民の利用マインド

形成（買支え意識醸成と維持等）、地域福祉、自治組織等との効果的な連携手法を把握、整理。

〇調査対象：県内外の20事例程度（生活支援、移動支援、買物環境確保、その他）

②生活機能維持の仕組みの立上手順の整理

○上記①の調査結果に基づき、検討・立上手順書の作成、事業アセスメント手法の試作を行う

〇県内の小さな拠点づくりに取り組む地区（モデル地区等）でアセスメントを試行。

③地域運営組織と企業が連携した生活機能維持事業等の可能性検証

○地域運営組織と企業が連携した生活機能維持事業の事例調査を行い、 フィージビリティ、課題、必

要な条件等の整理を行う。

〇上記①を基本に必要があれば追加調査

研究項目 目指す到達点

①生活機能維持の仕組みの持続的
展開に必要な条件の整理

⇒

■主要な生活機能を維持する仕組みの展開に必要な運営体制、
立地条件、住民の利用マインド形成手法、地域福祉（地域包括
ケア等）、自治組織等との連携手法の整理

■事業安定化のポイントおよび有効な支援策の整理

②生活機能維持の仕組みの立上手
順の整理 ⇒

■主要な生活機能維持の検討・立上手順書の作成
■事業状態・事業効果アセスメント手法の試作

③地域運営組織と企業が連携した生
活機能維持事業等の可能性検証 ⇒

■地域運営組織と企業が連携した生活機能維持展開のフィージ
ビリティ、課題、実現に必要な条件等の整理
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◇研究の成果
〇生活機能維持の仕組みを維持できている事業体の調査結果から、持続性を実現できている条件と

して、Ⅰ 長い年数業務に携わり経験・ノウハウを蓄積できる形でスタッフを雇用できる、Ⅱ経営者は

ボランティアではないこと、Ⅲ経営者と雇用スタッフと事業状況を緊密に共有できる運営体制が構築

されること、Ⅳ市町村と相談し合い・依頼される関係性が築かれること、を整理。（図１、図２）

〇また、調査データに基づき、住民組織が買い物環境維持や移動支援、定住対策など生活機能維持

の仕組みづくりに取り組むケースを想定し、各段階で重要度の高い準備や体制づくりに着手できて

いるか確認できる「事業の持続性確認シート」を開発。（図３）

〇また調査データに基づき、県モデル地区の事業効果アセスメントツールを開発し、現在使用（図４）

図１ 住民組織等による生活機能を維持する先行事例調査の概要

図２ 先行事例における人口減少等による売上減少対策の状況、スタッフ体制、市町村との連携



図４ 県モデル地区事業効果アセスメントツールのイメージと利用状況

図３ 事業の持続性確認シートのイメージ


